インドネシアにおけるアグリビジネス改革

－パーム油バリュー・チェーンの分析から－
JICA信用力審査課　賴　俊輔

１．はじめに
　近年、新興国はめざましい経済成長を遂げている。BRICs（ブラジル、ロシア、インド、中国）やVISTA（ベトナム、インドネシア、南アフリカ、トルコ、アルゼンチン）と呼ばれるように、これらの国は、低賃金労働力、豊富な天然資源、拡大する消費市場、政治的安定性、財政の健全性などを有し、世界の投資家から大きな注目を浴びている。本論文の研究対象国であるインドネシアは、2億2000万人の人口を抱え、東西5000kmに広がる広大な国土にはさまざまな森林資源や海洋資源が存在しており、これらを目当てに海外からの投資が続いている。　

こうしたなか、インドネシア経済は堅調な成長を続けている。1997年のアジア通貨危機によって大量の資本が海外に流出し、多くの銀行が倒産・閉鎖に追い込まれるなど経済は混乱に陥ったが、その後は通貨価値の安定や物価の安定を目的とした政策が実施され、現在では安定した経済成長を達成するに至っている。しかし、好調さを裏付けるマクロ指標とは別に、多くの市民が厳しい生活を強いられている状況に大きな変化はない。輸出指向化に基づく急成長の背後で進行している新興国経済の構造変化が分析されなければならない。

本論文では、経済危機後のインドネシア経済の構造変化について、農業部門に焦点を当て、アグリビジネス改革が国内農業部門、なかでも急速に開発が進んでいるパーム油部門にどのような影響を与えているかについて論じる。農業部門を取り上げる理由としては、インドネシアは、工業化が進展しつつも、依然として広大な農村地帯と4000万人を越える農業労働者を抱える農業国であり、農業部門の貧困や失業への影響力が大きいことが挙げられる。

もう一つの、より重要な理由は、経済危機後の農業部門がもつ質的なインパクトに関係している。経済危機以降の農業部門では、財政負担の軽減を目的として、コメからプランテーション作物に代表される輸出用作物へと政策の重点が移ってきているが、農業部門の輸出指向化と同時に、民間主導の農業開発を目的とするアグリビジネス化が進められている。輸出指向化とアグリビジネス化に向けた農業政策が実施されるなかで、小規模米作農家向けの政策が縮小する一方、スハルト体制下で特権的な地位を与えられてきた国内の有力資本家が経営する大規模農園企業や、多国籍アグリビジネス企業が主導するプランテーション開発が奨励されている。自由主義経済改革とグローバリゼーションの影響を強く受け、経営の大規模化・多国籍化が積極的に進められてきた農業部門は、経済危機で大きな打撃を受けた国内の有力資本家がいかに再生し事業を展開させているか、また、インドネシア経済がどのような形で多国籍企業の世界戦略に組み込まれているか、といった重要な問いを含んでおり、経済危機後のインドネシア経済を政治経済学的に捉える上で、最適の分析対象である。　

インドネシアにおける経済危機と農業部門について、Gerard=Ruf（2001）は、経済危機による対ドル為替相場の下落や国際市況の変動によって輸出用の商品作物生産がどのように変化したかが論じられている。Gerard = Rufの研究が念頭に置いている経済危機の影響は、為替相場の動向や政府の農業政策の変化が農産物価格や農家の交易条件に与えた影響であり、そこでは、農業政策の変更は所与のものとして扱われ、経済の構造改革によっていかに農業政策が変化しているか、そして、その変化のなかで農業部門全体がどのような構造変化を遂げているかという視点は見過ごされている。グローバリゼーションがすすむなかで、政府は自由主義的な経済運営を行っており、自由主義的な政策が農業部門へ与える影響を分析する必要がある。
　本論文の構成は以下の通りである。2.では、1980年代半ば以降に進められてきた構造調整政策とアグリビジネス改革の導入について論じ、政府の農業生産の重点が、コメを始めとした基礎的作物から、パーム油を中心とした輸出用作物へと移ってきていることを示す。　3.では、パーム油生産の上流部である農園段階において、農園の保有構造に生じた変化を明らかにする。4．では、下流部である加工段階について、多国籍アグリビジネス企業のインドネシアへの参入状況について分析する。5.では、パーム油バリュー・チェーンの最上流である小農の経営状況について、現地調査を踏まえて明らかにする。
２．農業部門の輸出指向化・アグリビジネス化とオイルパーム農園開発
1)　構造改革と農業部門

インドネシアでは、1960年代後半以降、スハルト大統領の下で、豊富な石油収入によって支えられた輸入代替工業化が推進されてきた。しかし、80年代に入り、石油ショックが終わり、産油国にとっての石油ブームが終わると、こうした開発の進め方は行き詰まることになった。政府は、輸出指向工業化へと転換するために、構造調整政策を実施し、輸出関税の削減や為替相場の切り下げを実施していった。

　構造調整政策の展開は農業部門にも波及し、市場メカニズムを通じた農産物生産の経済合理性が追求されることになった。これにより、伝統的な農産物であるコメの生産が岐路に立たされることになった。政府は、60年代以降、コメ自給を達成するための様々な政策、コメの買い上げ、肥料補助金や灌漑投資などを実施してきたが、1984年にコメの完全自給を達成して以降、こうした政策にかかる財政負担が問題となり、1989年の第5次5カ年計画からは、農業政策の重点は、財政負担が重く、輸出用作物として不適なコメからプランテーション作物へとシフトすることになった。

　農業部門の構造改革として、輸出指向化と同時に進められたのがアグリビジネス手法の導入であった。2000年に出された農業開発計画では、経済成長に果たすアグリビジネスの役割を強調し、アグリビジネス事業により農民の所得と生活水準を向上させること、就業と公正な起業機会をふやすことなどが目的とされ、近代的経営手法の導入による農業経営の合理化や農業部門への参入の規制緩和が進められた。政府の方針では、農業協同組合など農家主体のアグリビジネス化が掲げられたが、実態としては、国内外の大企業による参入が相次ぎ、大規模農園企業主導のアグリビジネス化が進行することになった。

こうした輸出指向化政策やアグリビジネス化政策によって、農業政策の重点は輸出用作物であるプランテーションへとシフトしており、また、経済危機後の構造改革による投資・貿易の自由化の進展にともない、ますますこの傾向が強まっている。

2)農園部門の動向

インドネシアでは、広大な森林地帯と熱帯性の気候条件のもと、様々なプランテーション作物が生産されてきた。17世紀から20世紀初頭のオランダ植民地期において、オランダ東インド会社（VOC: Vereenigde Oost-Indische Compagnie）の植民地政策である強制栽培制度のもとで、輸出用作物であるコーヒー、サトウキビ、藍などが生産されていた。20世紀に入ってからは、先進工業国の自動車産業の発展によって、タイヤの原料であるゴムの需要が高まり、天然ゴムの生産が拡大し、また、新たな輸出用作物としてオイルパームの生産も開始された（Lindblad 2002, p.126）。

1945年に日本からの独立を果たした後は、オランダとの独立戦争が起こり、また、スカルノ大統領のナショナリズムにもとづく経済政策によって外国資本所有の農園が国家に接[image: image1.emf]オイルパーム ココナツ 天然ゴム コーヒー カカオ

1995

年

1,651 3,723 3,425 1,159 554

1996

年

1,885 3,736 3,517 1,079 619

1997

年

2,922 3,668 3,516 1,167 527

1998

年

3,562 3,675 3,377 1,172 520

1999

年

3,899 3,680 3,632 1,122 690

2000

年

4,181 3,697 3,595 1,385 799

2001

年

4,718 3,898 4,132 1,323 867

2002

年

5,067 3,885 3,319 1,376 945

2003

年

5,283 3,864 3,291 1,300 1,045

2004

年

5,717 3,797 3,262 1,304 1,091

2005

年

5,949 3,804 3,279 1,255 1,167

2006

年

6,319 3,818 3,309 1,263 1,192

出所：

 Statistik Indonesia

各年版のプランテーション農園面積の表から抜粋。

注： 農園面積の数値は大規模農園面積と小規模農園面積の合計。

表
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　主要プランテーション作物の農園面積

（単位：

1000ha

）

収されるなど、政治的に不安定な時期が続き、プランテーション農園開発は一時的に停滞した。

　1980年代半ば以降は、農業部門の輸出指向化が方向付けられるなか、輸出用作物であるオイルパーム、天然ゴム、コーヒー、カカオや茶などのプランテーション農園開発が推進され、また、パルプ、チップ、合板などの木材製品も、森林破壊への関心の高まりから農園面積自体は減少してきているものの、近年では、高水準の経済成長を続けている中国向けの輸出が増えてきている。

表1は、インドネシアの主要プランテーション作物の農園面積を表している。1995年の段階では、ココナツと天然ゴムがそれぞれ372万haと343万haで、続いてオイルパームが165万ha、コーヒー120万ha、カカオ55万haとなっており、ココナツと天然ゴムの生産が大きなシェアを持っていた。90年代後半になると、オイルパームの農園面積が急速に拡大している。97年には、前年の189万haから292万haへと100万haを越える農園が開拓された。98年以降も毎年5～10%の割合で伸びており、2006年には632万haと、95年の水準の約4倍にまで達している。この間、オイルパーム以外のプランテーション作物の農園面積の推移を見てみると、カカオが95年から2006年にかけて倍増しているほかは、ココナツ、天然ゴム、コーヒーの農園面積はほとんど変わっていない。つまり、90年代後半からのプランテーション開発はオイルパーム農園開発によって主導されてきたことがわかる。

2)オイルパームについて

　オイルパームは、土地の整地作業の後、苗を植えてから最初の収穫まで3～5年ほどかかる。農園で収穫されたオイルパーム果房（FFB: Fresh Fruit Bunch）は腐蝕が進まないように、24時間以内にパーム油工場へと運ばれる。工場へ運ばれたオイルパーム果房は加圧消毒された後、パーム果実、パーム核（種子）、に分別される。パーム果実は搾油工程に回され、ここでパーム原油（Crude Palm Oil、以下CPO）が製造される。CPOはそのまま海外に輸出されるか、または、国内のパーム油精製工場へと運ばれる。パーム油精製工場では、CPOの精製が行われ、RBD（Refined, Bleached and Deodorized）パーム油、RBDパームオレイン、RBDパームステアリンが生み出される。これらの製品は輸出されるほか、食用油やマーガリンなどの食品向けの加工工場や石けんや洗剤など工業用の加工工場へと出荷される。他方、CPO工場で分別されたパーム核はパーム核油工場へと運ばれ、そこでパーム核油（PKO: Palm Kernel Oil）が生産される。パーム核油はパーム精製油と同様に、輸出および加工工場へと出荷される。

　パーム油を原料とする製品のなかで最も一般的な品目は食用油である。パーム油は大豆油などのその他の油脂に比べて、高収量かつ低コストであるため、主に途上国などの低所得国で食用油としての需要が伸びている。2005年の世界全体の油脂消費量1億2000万トンのうち、パーム油の消費量はその約30%にあたる3500万トンであり、1995年から2005年までの10年間でその消費量は倍増し、大豆油の消費量を上回るに至っている（『油脂』、59巻7号）。パーム油は食用油以外にも幅広い用途をもち、マーガリン、ショートニング、石けん・洗剤の原材料として利用される他、パーム油の高度加工によって作られるステアリン酸、オレイン酸、ラウリン酸などは、合成ゴム、界面活性剤、化粧品などに使われている。

・パーム油生産・消費の現状

図1と図2は、それぞれ、CPO生産とパーム油消費の主要生産国別シェアを示している。CPO生産では、インドネシアとマレーシアが二大生産国であり、2007年の両国のシェアを合わせると全体の86%になり、ほぼ世界市場を独占している状態である。約10年前までは、マレーシアが世界最大のCPO生産国であったが、ここ10年間の急激な農園開発によって2007年にはインドネシアが1690万トンで世界最大の生産国になっている。インドネ[image: image2.png]Bl N—LRREEOETEAEFR> 7 (20074F)

16,500,000

(42%)

OAURRST
BgL—L7
OFA2z)7

044

L ==l

0 F=a—F=7
B URT—IL
OTy7RIL

BohE

BZOM

WA FAOSTATI : 7% A+ (URLIIEFREZR) OF —2EEHE(CEEIEM.





[image: image3.png]H2 /8—Ljh

(12%)
1,730,009"

HEOXEHEERS 7 (20034F)

arF

BohE
OfURRDT
EYAC S
L SVE U
B I5Fa
8L
ooouEy
BHOTTIET
82D





シアとマレーシア以外にも、ナイジェリア、タイ、コロンビア、パプア・ニューギニア、コートジボワール、エクアドルがCPOを生産しており、気候的な条件から、赤道近辺の国に生産が集中していることがわかる。消費では、インド、中国、インドネシア、パキスタン、ナイジェリア、バングラデシュという人口の多い国が上位を占めており、全体として途上国での消費が多い。インドネシアからの輸出先は表2の通りである。1980年代は、オ[image: image4.emf]パーム原油

2003

年

2004

年

2005

年

2006

年

インド

1,402,783 1,745,650 1,796,301 1,893,813

オランダ

377,426 477,558 680,871 834,256

シンガポール

263,931 340,721 426,030 489,370

マレーシア

320,528 492,806 477,496 469,106

中国

34,046 20,118 56,623 311,121

スリランカ

- 13,174 215,554 289,539

パキスタン

95,744 74,434 143,394 236,194

ドイツ

128,801 153,997 182,859 174,155

スペイン

61,224 94,272 60,696 95,665

バングラデシュ

47,941 73,572 122,838 84,767

合計

2,892,130 3,819,927 4,565,625 5,199,287

その他パーム油（パーム精製油など）

2003

年

2004

年

2005

年

2006

年

中国

766,376 1,063,634 1,297,997 1,447,439

パキスタン

191,419 462,867 706,841 598,799

インド

871,498 1,015,918 762,028 588,169

バングラデシュ

174,325 187,357 289,850 381,248

オランダ

203,269 322,014 420,232 377,912

トルコ

147,347 46,123 200,594 269,503

ウクライナ

- - 218,502 234,993

ヨルダン

72,050 526,434 166,826 229,830

マレーシア

47,197 79,959 143,952 191,373

ドイツ

55,634 93,176 157,515 191,369

合計

3,494,279 4,841,720 5,811,565 6,901,634

表

2

　パーム原油・その他パーム油の輸出先

（単位：トン）

出所：

 Statistik Kelapa Sawit Indonesia  

各年版のデータを抜粋。

ランダやドイツなどのヨーロッパ諸国への輸出が最も多かったが、ここ数年では経済成長を続ける途上国への輸出が増えてきている。2007年でみるとCPOの輸出先では、インドが190万トンで全体の約4割を占め、オランダ（83万トン）、シンガポール（49万トン）、マレーシア（47万トン）となっている。また、中国（31万トン）、スリランカ（29万トン）パキスタン（24万トン）への輸出も増えている。その他パーム油（パーム精製油など）の輸出では、中国が最も多く、145万トンで全体の20%程度を占め、パキスタン（60万トン）、インド（59万トン）、バングラデシュ（38万トン）が続いている
。

・バイオディーゼルとして

　こうした伝統的な製品に加え、パーム油の新たな用途として注目を浴びているのが、燃焼過程でCO２を排出しない「クリーン」なエネルギーとされるバイオディーゼルである。中国やインドを始めとした新興国の経済成長に伴い原油の需給が逼迫していることに加え、商品先物市場への投機マネーの流入により原油価格が上昇
し、その代替エネルギーとしてバイオエタノールやバイオディーゼルの研究・開発が世界中で進められてきている。政府は、国内のガソリン価格を抑えるために燃料補助金を支出してきたが、原油価格が高止まりを続けたことによって燃料補助金支出が増大しており、財政負担を軽減するために、石油に代わるバイオマス燃料
の利用を積極的に進めている。

　政府は2006年にエネルギー政策に関する大統領令を制定し、2025年までに石油や天然ガス、石炭への依存度を20～33%まで下げ、バイオ燃料などの代替エネルギーの利用を推進することを打ち出しており、現在、政府の公用車や公共バスには、5%ないし10%のバイオ燃料を混ぜたB5、B10と呼ばれるガソリンが使用されている。2007年の政府予算では、バイオ燃料事業のための支出として、原料となるオイルパームを始めとするプランテーション農園向けの灌漑整備や道路整備などに10兆ルピア、種苗の調達に2兆ルピア、銀行からの借入金にかかる利子の補助金として1兆ルピアの合計13兆ルピア（約14億ドル）が計上されている（Jakarta Post, 26 Sep. 2006）。また、生産サイドだけでなく、ガソリンスタンドなどの流通業者に対する免税措置や補助金の支出も検討されている。

　こうしたなか、2007年の段階でバイオ燃料事業に59の事業者から合計124億ドルの投資案件が寄せられている。中国の石油大手であるCNOOC（中国海洋石油）と国内プランテーション農園大手のシナールマス・グループが合弁で55億ドルの投資を予定しており、パプアとカリマンタンで合計100万haの農園整備を進めることを表明している
。

パーム油は、南から北へと輸出される従来の一次産品とは異なり、全体として南で生産し南で消費する商品であるが、他方でパーム油由来の新たな製品が開発されるなかで、先進国での需要も増えてきている。

3)パーム油部門への政府の対応
・中核農園システム

インドネシアでオイルパームの生産が始まったのは1911年であるが、このオランダ植民地期においてオイルパーム農園は植民地政府の主要開発部門であり、農園面積は1916年の1200haから1938年の9万haへと拡大した。その後、日本軍政期とスカルノ政権期ではオイルパーム農園開発は停滞したが、スハルトが政権に就いた1967年以降、外貨獲得源として有望であり、雇用吸収力もあるということから、再び農園開発が活発に行われてきた。とくに、森林破壊が問題視されるようになった80年代半ば以降には、木材のプランテーションである産業造林とともに、オイルパーム農園開発は「自然保護を推進する計画」として積極的に行われるようになり、政府はプランテーション企業のオイルパーム農園開発を奨励してきた
。

なかでも中核農園（PIR: Perkebunan Inti Rakyat）システムの導入は、その後のオイルパーム農園拡大に道を拓いた。中核農園システムは、中核農園（Inti）の周辺に小農（Plasma）を配置する農園経営方式である。中核となる大規模農園は周辺のPlasmaに対し、オイルパームの栽培技術指導や種苗や肥料、農薬などの農業資材の供与を行う。また、中核農園は、収穫後の劣化・腐食が早いオイルパーム果房の搾油を行うために、24時間以内に農園の果房を集荷出来る場所に搾油所を作り、そこでPlasmaの収穫したオイルパーム果房を買い取ることになっている。Plasmaには、約2haの栽培農地に加え、1haの食用作物用地と住居が与えられる。これらの土地の造成にかかった費用はPlasmaがオイルパームの売上から12～15年にかけて返済していく。中核農園システムは1976年に世銀の援助案件としてパイロットプロジェクトとして実施され、それ以降、人口が過密なジャワ島からスマトラ島やカリマンタン島などへの政府の移住計画と結びついて実施されていった。

政府はオイルパーム農園を含むプランテーション部門への投資を促進するために、農園開発のための借入に対して利子補給の実施を検討するなど、積極的に農園開発を支援している。この計画のもとで、国内の銀行は農園開発に25兆ルピアの融資枠を準備している（Jakarta Post, 21 Dec. 2006）。このうち、国内大手行のマンディリ銀行は中核農園システムの小農に対して4年間で11兆ルピアの融資を表明している。農園開発への融資への利子補給に加え、政府は2005年にカリマンタン島の山岳地帯での200万haのオイルパーム農園開発プロジェクト
の実施を発表している。

また、地方分権改革が実施されて以降は、農園開発や投資の誘致に関する権限が地方自治体へ移管されたことから、とくにスマトラやカリマンタンといった農園開発に適した広大な森林地帯を抱える自治体は、プランテーション開発による地域経済開発と雇用の創出を果たすため、インフラ整備や投資の優遇措置を打ち出している。

・CPO輸出への支援

政府はパーム油関連製品にかかる輸出関税の税率を削減し、輸出企業を支援する政策も進めている。

1998年に、対ドル為替相場が大幅に下落したことで輸出商品としての価格競争力が増し、生産されたパーム油の多くが輸出された結果、国内のパーム油の需給が逼迫し、食用油の価格が高騰した。経済危機による社会不安のさなかの食料品不足が大規模な暴動へとつながっていったため、政府は国内の供給を安定させるため、CPOの輸出に対し60%という高率の関税をかけた。その後、国内の食用油価格が安定したため99年6月に輸出関税は30%に低減された。さらに、その１ヶ月後には、海外からの投資を呼び込むためとして輸出関税の引き下げを求めるIMFとの協議の結果、税率は最大10%以内に抑えることが合意された（Casson 2000, p.40）。パーム油生産者協会（Gabungan Pengusaha Kelapa Sawit Indonesia、以下GAPKI）は、輸出関税が10%のままでは、パーム油の在庫が過剰に積み上がってしまい、国内のCPO価格および農家から買い取るパームオイル果房価格が下落するとし、関税を撤廃することで競争の激しいグローバルなパーム油市場で輸出を伸ばすことが出来るとして、政府に対し輸出関税のさらなる削減を求めた（Jakarta Post, 11 Mar. 2000）。GAPKIの要求に応えるように、政府はCPOの輸出関税を2000年9月に5%、2001年2月に3%
へと段階的に引き下げている。

　政府は、マレーシア企業に対する競争力確保のため輸出関税の削減を求めるパーム油輸出業者と、国内のパーム油加工製品の安定的な供給のため輸出関税の維持を求めるパーム油加工業者および市民との板挟みになっているが、経済危機後の輸出主導型経済の進展のなかで、パーム油の輸出を優先する政策をとってきたと言えよう
。

３．大規模農園企業主導の農園開発

１）　農園の保有構造

　政府によるオイルパーム農園開発への積極的な関与によって、オイルパーム農園面積は急拡大してきたが、同時に、保有主体別の農園開発面積においても大きな変化が生じている。

図3は、1990年から2006年までのオイルパーム農園の保有主体別開発面積の推移を表している。第1に指摘できるのは、民間農園による開発面積の増大である。民間農園の面積は、90年には46万haであったが、これ以降、毎年約10万haずつ増加を続け、2006年には300万haに達している。この間、とくに98年から99年にかけて、民間農園面積が急増しているが、これには、経済危機後に政府とIMFの間で交わされた経済の自由化・規制緩和政策が影響している。98年1月に外資導入・輸出主導型経済成長を目指すIMFとの合意のもとにオイルパーム農園開発への外資参入規制が緩和され、99年2月には規制が完全に[image: image5.png]B3 REEZAEBNA AL/ —LEBERFOHT (B 1000ha)

——EMRE

3000 5w pmmm //A
2500 A

o | =

1500 /

1000

500

O D Db D > H P N PO O D DO DD
A NP RPN LS P P > PR PSP~ S PO R\ MR\ LN SN RN SN
I SO SO S SIS SR SR SR SIS I N

PR Statistik Kelapa Sawit Indonesia & EMD T —3 M SEEIER.




撤廃された。この結果、多くの外国資本にオイルパーム農園開発の門戸が開かれ、規制緩和後半年間のうちに、外資50社から合計92万haの参入申請があり、これ以降も、マレーシアを中心としたオイルパーム農園の新規参入・事業拡張が続いている。

第2に、小規模農園の面積も一貫して増加してきている。小規模農園面積は1990年の37万haから2006年の263万haへと拡大し、とくに2000年代に入ってからの伸びが大きい。ここでいう小規模農園のほとんどは中核農園システムの導入によって生み出されたPlasmaであり、中核農園である大規模民間農園の拡大に比例してその面積も増加している。第三に、国営農園の農園開発が停滞していることを指摘できる。民間企業による農園開発が本格化する前は、国営農園会社（PTPN: PT. Perkebunan Nusantara）がオイルパーム農園開発を先導してきたが、90年以降、目立った農園面積の拡大は見られず、民間農園とは対照的な推移を示している
。

　このように、構造調整政策によって農業部門への民間活力の導入が図られるなかで、国内および国外の民間農園企業がオイルパーム農園の拡大を牽引してきたことがわかる。

2)　大規模農園企業の事業展開

　民間農園内部の農園保有構造について見てみよう。農園経営を行っている企業は多数存在し、GAPKIの会員になっている企業だけでも約180社ある
。しかし、これらの企業の大部分は大規模農園企業の子会社であり、いくつかの農園企業グループに分けることが出来る。1つの企業で保有できる農園面積に制限がかけられていることから
、大規模農園企業は子会社を多く設立し、それぞれの子会社を通じて農園開発を進めている。

表3は、主要農園企業のオイルパーム農園面積と事業概要を示している。大きな特徴として、10万haを越えるような広大な農園を保有している企業グループがいくつか存在していることを指摘できる。Raja Garuda Masグループは全体で70万haを上回る農園面積を持つとされ、アグリビジネス部門を担当するグループ企業Asian Agriの子会社であるPT. Inti Indosawit Suburは主に北スマトラ州、リアウ州、ジャンビ州、西スマトラ州などのスマトラ島の地域で農園開発を行っている。Sinar Masグループは、傘下のアグリビジネス企業PT. SMARTを通じてスマトラ島やカリマンタン島などで農園経営を行い、約28万haの農園を保有しているほか、下流部門でも国内有数の食用油ブランドであるFILMAの製造を行うなど、上流・下流と一貫した農園経営を進めている。Astraグループは、PT. Astra Agro Lestariを中心に43の子会社が農園開発を行っており、約23万haの農園を有している。Salimグループは、経済危機後の不良債権処理の過程で、保有していた農園企業MinamasをIBRAに手放すことになったが、その後、傘下のPT. Indofood Sukses Makmurが老舗の農園企業であるPT. London Sumatra Indonesiaを買収するなどし、約11万haの農園を確保している。また、その他にもBakrie、Surya Dumaiなどが積極的な農園・加工部門開発に乗り出している。こうした企業グループに共通しているのは、スハルト元大統領と近い関係にあり、製造業、林業、金融業など様々な分野において政府から特権的な地位を与えられてきたという点である。これらの企業は、経済危機やスハルト体制の崩壊という困難に見舞われながらも、オイルパーム農園開発において着々と地歩を固めている。また、近年新たに農園経営に参入してきた企業もあり、国内でたばこの販売を行っているGudang GaramやSampoernaは、本業のたばこ業の行き詰まりから農園開発に乗り出し、その他にも金融業・不動産業で有名なArtha Grahaや食料品メーカーのSosroなども農園開発を進めてい[image: image6.emf]農園面積
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事業概要

227,098

自動車産業を中心に、アグリビジネス、金融業、不動産業、

建設業、

IT

などを手がける複合企業。農園経営は

PT. Astra

Agro Lestari

を中心に

43

の子会社が行っている。北スマトラ

州に調理油工場を保有している。

2007

年には

1400

万㌦の投

資で２つのバイオディーゼル工場を建設。

69,110

福祉担当調整大臣

Aburizal Bakrie

率いる複合企業。

 

建設、

通信、アグリビジネスなどを手がける。農園部門では

PT.

Bakrie Sumatera Plantation

がスマトラ島を中心に事業を展

開しており、下流部門ではバイオ・ディーゼル工場への投資

も視野に入れている。また、天然ゴムの農園経営も行ってい

る。

207,604

元々は、

Salim

グループの企業であったが、経済危機後に

IBRA

（インドネシア銀行再編庁）の管理下に入り、マレー

シアの

Kumpulan Guthrie

へと売却された。現在では

Sime

Darby Plantation

（前

Kumpulan Guthrie)

とオランダの

Mulligan International BV.

が株式を保有している。

735,717

林業分野を中核に事業を行っていたが、近年ではエネル

ギー、化学、不動産、アグリビジネスなどを手がける複合企

業へと成長している。アグリビジネス部門では、グループ企

業の

Asian Agri

がオイルパーム農園経営を行い、国内と中国

に

4

つの精油所を保有しており、リアウ州のドゥマイには年

間

40

万㌧の製造能力を持つ工場がある。

114,708

スハルト大統領と近い関係にあった

Soedono Salim

率いる複

合企業。グループの中核企業である

PT. Indofood Sukses

Makmur

はインスタント麺やスナック菓子などの食料品を販

売している。農園部門では

PT. LonSum

の買収など積極的な

投資を行い、

2010

年までに収穫可能な農園面積を

25

万㌶に

拡大する方針。また、調理油（

Bimoli

）やマーガリン・

ショートニング（

Simas

など）の製造も行うなど、上下流の

一貫したパーム油生産を行っている。

281,182

パーム油やパルプ・紙、および金融、不動産などを手がける

複合企業。アグリビジネス企業である

PT. Smart

は約

12

万㌶

（

2006

年末）の農園を保有し、下流部門では調理油

（

Filma

）などの製造を行っている。近年では、バイオ・

ディーゼル工場への大規模投資が計画されている。

322,725

1970

年にリアウ州で木材加工業を開始し、

90

年代初めから

は農園部門や精製部門の開発を進めてきている。アグリビジ

ネス部門を担当する

PT. Ciliandra Perkasa

は、

2006

年

3

月に

関連企業であるシンガポールの

First Resources

の傘下に入

り、外国企業としてアグリビジネス経営を行っている。

2009

年からはバイオ・ディーゼル工場の稼働が予定されている。

236,250

219,065

192,130

Minamas

Sahabat

Incasi

* 各企業グループは子会社を通じて農園開発を行っているが、その子会社の株式は各企業グループ

同士の持ち合いによって保有されていることがあり、その場合、子会社の農園面積がどの企業グ

ループに計上されているかは不明である。

出所：

 CIC(2007, 2008)

および各企業グループのウェブサイト

(URL

は巻末を参照）をもとに筆者作成。

表

3

　主要農園企業のオイルパーム農園面積と事業概要

企業名

Astra

Benua Indah

Surya Dumai

Sinar Mas

Salim

Raja Garuda

Mas

Bakrie

る
。

　他方、外国資本による農園開発投資も積極的に行われており、なかでもマレーシア企業の進出が目立っている
。Sime Darby Plantation
は、Minamasを通じてインドネシアの農園開発を進めている（表3）。Minamasは、元々はSalimグループの所有であったが、2000年にSime Darby Plantationの前身であるKumpulan Guthrieに買収され、現在までカリマンタン島やスマトラ島を中心に20万haを越えるオイルパーム農園を保有している。マレーシア国内で最大の農園面積を有する国営企業FELDA (Federal Land Development Authority)もインドネシアを始め、パプア・ニューギニアやブラジルに農園用の土地を確保している（The Star, 26 Jun. 2008）。その他にも、IOI、KL Kepongはインドネシアにそれぞれ8万ha、10万haの農園を持ち、Kuokグループとの合弁事業を開始したWilmar Internationalもインドネシアでの事業展開を進めている
。

各農園企業グループの農園保有の実態は複雑であり、表3で示した農園面積は必ずしも正確な数値ではない可能性があるが、民間農園のほとんどはこうした国内外の大規模農園企業グループによって占められていると言えるだろう
。

4.　原料供出地としてのオイルパーム農園開発

1)　低付加価値のままのパーム油輸出

　政府による農業部門の輸出指向化政策はパーム油関連産業にどのような影響を与えているのであろうか。表4は、生産したパーム油・パーム核油の輸出と加工の取扱量を示している。オイルパーム果房から搾油されたCPOの他に、CPOに一次加工を施した、パーム精製油、クルードオレイン, RBD パームオレインなどの「その他パーム油」や「パーム核油」が輸出されており、2006年では、全輸出量1200万トンのうち、「CPO」が520万トン、「その他パーム油」が575万トン、「パーム核油」が115万トンになっている。他方、加工部門ではパーム油やパーム核油などを原料とした食用油、石けん・洗剤、オレオケミカル、マーガリンが代表的な加工製品である。加工製品のなかで最も取扱量が多いのが食用油で、2006年で310万トンである。パーム油を原料とした食用油は、インスタント麺の揚げ油として産業用の需要があるほか、家庭でも最も一般的な食用油として使われている。続いて石けん・洗剤が40万トン、オレオケミカルが38万トン、マーガリンが33万トンで、食用油には及ばないものの、それぞれ一定のシェアをもっている。

　輸出と加工の取扱量を見てみると、1999年では、パーム油の輸出総量330万トンに対し、加工用のパーム油の消費量は350万トンで、国内で加工するために消費するパーム油の方が多かった。しかし、政府によるパーム油の輸出関税の引き下げ効果が出始め、2001年に輸出が490万トン、加工が410万トンと両部門の取扱量が逆転して以降は、その差は拡大する一方である。99年から2006年までに、国内加工用のパーム油の取扱量が300～500万トンの間に収まっているのに対し、パーム油の輸出は2006年に1210万トンに達し、99年の330万トンの4倍弱にまで増加している。また、輸出するパーム油の内訳に注目すると、CPOの輸出量の伸びが顕著であることがわかる。1999年には87万トンにすぎなかったが、翌2000年には182万トンへと急増し、2006年には520万トンへと大幅に増加している。このように、加工製品よりパーム油、パーム精製油よりCPOというように、全体として低付加価値の製品が輸出されている現状が伺える。
2)　多国籍アグリビジネス企業による原料調達戦略

低付加価値のままでパーム油が輸出される背景には、国内要因と国外要因の2つが考えられる。国内要因としては、国内資本によるパーム油加工業への投資不足が挙げられる。近年のパーム油部門開発においては、まず農園開発などの上流部門への投資が先行し、加工

[image: image7.emf]生産量

CPO

その他

パーム油

パーム核油 合計 調理油

石けん・洗剤 オレオケミカル

マーガリン 合計

1999

年

6,802,625 865,427 1,835,718 597,842 3,298,986 2,384,927 537,458 512,582 327,941 3,503,639

2000

年

8,764,371 1,817,664 1,713,539 578,824 4,110,027 2,571,990 572,019 529,199 337,905 4,654,344

2001

年

9,045,754 1,849,142 2,472,150 581,926 4,903,218 2,686,020 589,897 521,131 356,258 4,142,536

2002

年

9,986,533 2,804,792 2,790,500 738,416 6,333,708 2,346,575 545,367 452,585 333,868 3,652,825

2003

年

11,891,120 2,892,130 2,834,295 659,984 6,386,410 3,628,705 519,645 489,919 344,595 5,504,710

2004

年

12,397,265 3,819,927 3,937,393 904,327 8,661,647 2,495,393 367,958 350,401 231,982 3,735,618

2005

年

13,444,406 4,565,625 4,767,369 1,043,196 10,376,190 2,163,092 388,743 365,425 231,957 3,068,216

2006

年

16,300,932 5,199,287 5,748,821 1,152,813 12,100,921 3,099,608 403,201 382,201 329,281 4,200,011

出所：

 Badan Pusat Statistik

ウェブサイト（

URL

は巻末を参照）および

CIC(2007), p.63, Table-5.5., p.65, Table-5.7., p.68, Table-5.9., p.71, Table-5.11.

のデータを抜粋。

加工 輸出

表

4

　パーム油とパーム核油の輸出・加工（単位：

 

トン）


施設などの下流部門への投資は後回しになっている。経済危機によって大きな打撃を受けた国内資本には、上流部門に加え、下流部門もあわせた一貫した投資を行うだけの体力がなかったと考えられるが、さらに、先に述べたCPO輸出関税の削減によってパーム油加工製品よりもCPOの輸出が優先されてきたことや、電力や道路などのハード面および法制度などのソフト面のインフラ整備が立ち遅れていることも、その要因であろう。　

国外要因としては、多国籍アグリビジネス企業の原料調達戦略が大きく影響している。パーム油は食用油や石けん・洗剤など各種加工製品の原料であり、中国やインドなどの新興国が経済成長を達成するなかで、これらの地域でパーム油関連製品の需要が見込まれること、さらに、先進国においても原油価格の高騰と環境問題への配慮からバイオディーゼル需要の伸びが予想されることから、パーム油部門への多国籍アグリビジネス企業の参入・投資拡大が相次いでいる。

特筆されるのが、マレーシア系資本とアメリカ資本の動向である。マレーシアの華人系企業グループであるKuok（郭）グループとアメリカの大手アグリビジネス企業ADM（Archer Daniels Midland）が共同出資しているWilmar Internationalは、マレーシアとインドネシアを通じて最大のパーム油精製企業であり、中国、インド、マレーシア、インドネシア、ヨーロッパなど、世界各地にパーム油精製施設を保有している。中国やインド、インドネシア、ベトナムでは食用油やショートニングなどの家庭用食料品に一定のシェアを持っており、他にも産業用の脂肪酸や脂肪アルコールの製造も行っている。上流部門でもマレーシアとインドネシアに50万ha（2007年）のオイルパーム農園を保有しており、上流・下流の一貫した製造ラインを持っている
。

IOIグループは、2002年にオランダの多国籍日用品企業であるUnileverからオイルパーム農園子会社を、また2006年には食用油精製大手のPan Century Edible OilsとPan Century Oleochemicalをそれぞれ買収している。IOIグループはマレーシア国内に年間250万トン、オランダに年間70万トンのCPO精油所を持ち、さらに、年間75万トンの生産能力を誇るオレオケミカル工場も保有している。食用油脂の分野でも、オランダ、北米、マレーシアに合わせて年間60万トンの生産施設を有し、世界65カ国に輸出している
。

国営企業のFELDAはアメリカの化学会社Twin Rivers Technologiesの株式を100%取得し、パーム油を利用したオレオケミカル、バイオディーゼル、食用油脂の事業展開を進めており（The Star, 28 Aug. 2007）、その他にもSime Darbyはオランダやシンガポールに食用油脂工場を持ち、KL Kepongはイギリスや中国に食用油脂や石けんの工場を保有している
。

マレーシア以外の企業では、アメリカの大手アグリビジネス企業であるCargillとADMがパーム油関連事業を進めている。Cargillは、マレーシアやインド、ドイツ、オランダなどでパーム油精製工場を保有しており、インドネシアの自社農園（5.6万ha）やその他の農園から調達したCPOが各地域の精製工場へと運ばれている。最近では、ハンブルグにある食用油の精製工場の設備拡張やロッテルダムのヤシ油とパーム核油の精製設備の40万トンへの増強などが発表されている
。ADMはWilmar Internationalへの資本参加による事業展開に加え、ハンブルグの既存の精製設備に新たに35万トンのパーム油精製設備を建設している（『油脂』、59巻10号）。

　このように、パーム油精製部門では大規模な精製・加工施設を有する多国籍アグリビジネス企業が存在し、さらに近年では、合併や買収による農園・精製部門の集約化が進んでいる。インドネシア国内の農園企業もバイオディーゼルなど下流部門への投資を進めているが、現段階ではインドネシアで生産されたCPOは国内で加工されずに、こうした大規模加工施設を持つ企業によって買い取られている。

　農業部門の輸出指向化のなかで政府が積極的に進めてきたオイルパーム農園開発によって、インドネシアのオイルパーム農園はマレーシア系資本やアメリカ資本を始めとした多国籍アグリビジネス企業によって垂直的に統合され、低付加価値のパーム油輸出を行う、いわば原料供出地域として位置づけられるようになったと言えよう。

5.　Plasmaの農園経営と中核農園

Plasmaが農園経営を始めるには、まず農園の整地作業を行う必要があり、そのために森林を伐採するか、または森林を燃やす場合もある。その後、土地から水を抜く作業を行っ[image: image8.png]K4 FAIN—LREDEVERYME @ LET  ke)
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た上で、オイルパームの苗を植えていく。オイルパームの苗が成長し、果房を収穫できるまでには約3年程度の時間を要するため、その間はPlasmaの収入はなく、銀行からの借金と農園以外の仕事からの収入で生活をする。果房の収穫開始後に、果房の生産から得た収入から5～6年かけて、借金の元利を返済していく。Plasmaはオイルパーム生産のために農園労働者を雇い、肥料の散布や果房の収穫などを行っている。Plasmaの所得は最低賃金を上回っており、全体として、オイルパーム農園開発は農民の所得向上に一定の役目を果たしていると言えよう。

他方で、Plasmaの農園経営は国際的なCPO価格に左右され、決して安定しているとは言えない。図4は生産されたオイルパーム果房の買い取り価格の推移を示している。2004年から2006年あたりまでは、1kgあたり600～700ルピアで取引されていたが、2007年に入ってからは価格が急上昇しており、2008年5月には1920ルピアで、最高値をつけている。しかし、6月以降は国際的なCPO価格の下落にあわせて、果房の買い取り価格も下落し、8月には1kg当たり1176ルピアになり、わずか3ヶ月で約40%も価格が下がっている。CPOの価格は、大豆や菜種といった食用油の分野でパーム油と競合する作物の出来などに影響を受けやすいことに加え、原油の代替燃料であるバイオディーゼルとしての需要もあることから、国際的な原油価格の動向に左右される面もあり、投機資金の流入や流出によって価格が乱高下しやすい。また、農家からの果房の買い取り価格は搾油工場を持つ農園企業によって決定され
、農園企業と周辺農家の力関係上、農家の声は買い取り価格に反映されにくい。原油価格の高騰によって国内の肥料価格が上がっており、オイルパーム生産への支出が増大し、これ以上果房の買い取り価格が下がれば、生活が厳しくなるとの声が聞かれた。

パーム油は加工業の多様な広がりをもち、パーム油関連企業にとっては膨大な利益の源泉であるが、それに比して、周辺農家および農園労働者の労働環境は厳しく、果房の買い取り価格の変動が激しいことから所得水準も安定していない。大規模農園企業はCPOの輸出や加工で利益を上げ、次々に既存農園の買収や新規農園の開拓を進めているが、こうした動きは、CPO価格の上昇だけでなく、中核農園と周辺農家との力関係をもとにしたオイルパーム生産方式によって実現されていると言えよう。
6. 結論
本研究は、1980年代後半以降、インドネシアにおいて実施されてきた構造調整政策が農業部門に与えたインパクトについて、アグリビジネス化がすすむオイルパーム農園開発の事例を通じて分析した。1989年の第5次5カ年計画以降、農業開発におけるアグリビジネスの重要性が高まり、輸出用作物として有望であるオイルパーム生産が、経済の輸出指向化をめざす政府によって積極的に奨励されてきた。政府は、農園部門への参入の規制緩和やCPO輸出関税の引き下げなどのアグリビジネス手法の導入を進め、民間企業主体の農園開発が展開していくことになった。結果として、農園段階（上流部門）では、国内を中心とした大手農園企業による寡占的な農園保有状況が生み出された。オイルパーム農園開発を主導してきた国内の大規模農園企業の所有者は、アストラ、バクリー、ラジャ・ガルーダ・マス、サリム、シナール・マスといった、スハルト大統領の取り巻きであり、ビジネスにおいて政府から特権的な地位を与えられてきた国内の有力資本家である。これら有力資本家は、経済危機によって中核的な事業や資産を政府に没収され、大きな打撃を受けたと見られていたが、オイルパーム農園開発を突破口に、さらなる事業展開をおこなっている。

他方、パーム原油の加工段階（下流部門）は、世界中に加工工場をもつ多国籍アグリビジネス企業による原料調達戦略に組み込まれ、低付加価値のままのパーム原油の輸出が行われている。これには、マレーシアを始めとした多国籍アグリビジネス企業の原料調達戦略が深く関わっている。マレーシアのIOI、FELDA、Sime Darby、KL Kepong、Wilmarや、アメリカのCargill、ADMは大規模なパーム油精製・加工施設をもち、近年ではさらに、企業の吸収合併による精製・加工部門の集約化が進んでいる。構造改革によってインドネシア経済のグローバリゼーションへの統合が図られるなか、インドネシア国内で生産された低付加価値のままのCPOはこうした巨大資本によって買い取られ、世界に展開する自社の工場へと運ばれている。

民間企業主導の経済開発を目的とする構造改革のなかで積極的に推進されてきた農業部門のアグリビジネス化であるが、オイルパーム生産においては、国内の有力資本家による農園保有の寡占化を生み出し、また、多国籍アグリビジネス企業による世界的な原料調達戦略への垂直的な統合をもたらした。農業経営へのアグリビジネス手法の導入は、農民の所得と生活水準を向上させることを目的としていたが、大規模農園企業や多国籍アグリビジネス企業と小規模農家との実際の力関係が温存されたままであったために、前者の資本蓄積の手段としての側面が強まったといえよう。
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� 経済学博士（2009年、横浜国立大学）2004年～2006年: 在インドネシア日本大使館経済専門調査員　� HYPERLINK "mailto:Rai.Shunsuke@jica.go.jp" ��Rai.Shunsuke@jica.go.jp�　


� インドとASEAN諸国の自由貿易協定によって、インドのパーム油輸入関税の削減が見込まれており（2018年までにCPOは80%から37.5%へ、パーム精製油は80%から45%へ）、今後、インドネシアからインドへのパーム油の輸出が増大することが予想される（Jakarta Post, 15 Sep. 2008）。


� 商品の先物市場の規模は投資資金・投機資金の規模に比べると小さく、最大の原油（NYMEX）で8.1兆円、また穀物のなかで最大のトウモロコシで2.8兆円であり、1500兆ともいわれる世界の年金資産に加え、ヘッジ・ファンドの投機資金のわずかな部分がこうした市場に流れ込むだけで、商品の価格が高騰することになる（エコノミスト、84巻62号、p.20～22）。


� パーム油の他に、ジャトロファ（ナンヨウアブラギリ）とココナッツオイルからのバイオディーゼル生産の、そして、キャッサバ、サトウキビ、スィートソルガムなどからのバイオエタノール生産の研究開発がそれぞれ進められている（小泉　2008）。


� パーム油のバイオディーゼルへの利用については、パーム油製品の原材料が不足するとしてパーム油製品業界からバイオ燃料への利用への規制を求める声が出ていることや、CPOの価格上昇によって生産コストが増え、バイオディーゼルは必ずしも石油に比べて安価ではなくなっていることから、予定通りには進んでいないが、バイオディーゼルという新たな需要が生み出されるなかでオイルパーム農園開発が促進されている側面がある。


� 具体的な政策として、①オイルパームの生産性の向上（高収量品種の開発・普及と栽培管理技術の指導）、②パーム原油生産の効率改善（搾油率を17%から22%まで高める）、③人材育成（行政機関スタッフ、現場スタッフ、農民リーダー等の教育・訓練）、④流通システムの効率改善（パーム原油搬出用の道路と出荷港関連施設の整備）、⑤小農の育成（小農の雇用機会を拡大する）が策定された（大船渡ほか　1990）。


� 2005年7月、アプリアントノ農業相は、カリマンタン島の850kmにわたるマレーシア国境沿いに大規模オイルパーム農園と精製工場の開発を行なうと発表した。生産開始予定は2010年で、パーム油のバイオディーゼル燃料への転用も視野に入れている(Jakarta Post, 18 July 2005)。なお、インドネシアの経済事情に詳しいファイサル･バスリ公正取引委員会委員から聞いたところによれば、このオイルパーム農園の大規模開発の真の狙いは、プランテーション開発をする前に切り出される木材にあるとのことである。事実、カリマンタン島中心部は標高が高く、気温がオイルパームには適さない土地であるとの指摘が出ている。　　　


� CPO以外の７つの製品（パーム核油、ココナツ油、パームステアリンなど）の輸出関税は撤廃された。 


� 2007年には、パーム油などの国際的な一次産品価格が急上昇した結果、生産されたパーム油の大半が輸出にまわり、食用油などの国内の加工製品の価格が上昇し、政府が再びCPOなどの輸出関税を6.5%に引き上げる事態が生じている。また、政府は食用油の輸出に対して税の優遇措置をとるようになっており（Jakarta Post, 5 Feb. 2008）、実際に食用油の輸出も伸びてはいるものの、未加工で低付加価値のパーム油の輸出が多い傾向は基本的に変わっていない。　


� PTPNは、PTPNⅢ（メダン）、PTPNⅣ（ジャンビ）というように、地域ごとに14の企業に分かれているが、現在、経営基盤の強化を目的とした合併が計画されている（Bloomberg News, 12 Nov. 2007）。


� GAPKIウェブサイト（� HYPERLINK "http://www.gapki.org/" ��http://www.gapki.org/�　2008年10月27日ダウンロード）より。


� 2002年農業大臣通達第357号によれば、一つの企業が保有できる農園面積は一つの州内で最大2万ha、国内全体で最大10万haまでとなっている。


� Sampoernaは、2005年にアメリカの大手企業であるPhilip Morrisにたばこ部門の株式の97%を売却し、たばこ業から撤退する代わりに、アグリビジネス部門の開発を重点的に進めている。オイルパーム農園関係では、2008年に6000億ルピア（約6500万ドル）を投入し、新規農園の開発や関連施設の建設を行う計画があると表明しており、これにより農園面積は現在の7.9万haに新たに1.5万haが追加されるとしている（Jakarta Post, 15 Mar. 2008）。さらに、5000万ドルを投じて、東ジャワ州ウォノギリと中部ジャワ州バニュマスでキャッサバとサトウキビを原料とするバイオエタノール工場を建設し、2008年中に稼働させるとしている（Investor Daily, 22 Jan. 2008）。


� 投資家のジョージ・ソロスは、アチェ州で2万haのオイルパーム農園開発に関心を示している（Jakarta Post, 14 Sep. 2007）。


� 2007年11月、いずれもマレーシアの農園企業大手である、Sime Darby、Golden Hope、Kumpulan Guthrieが合併し、新しくSime Darby Plantationとして事業を行っている。


� 各社ウェブサイトより（2008年10月29日ダウンロード）。マレーシア企業のインドネシア進出の背景としては、半島部マレーシアでの農園用の土地の枯渇やマレーシア国内の労働者不足があり、マレーシア企業が国内制約を突破し、インドネシアへ向けて外延的拡大を図っている様子がうかがえる（岩佐2008、p.58）。


� インドネシア事業競争監視委員会（KPPU: Komisi Pengawas Persaingan Usaha）委員長のSyamsul Maarifは、国内のパーム油産業では上流・下流部門ともに少数の企業による寡占化が進んでおり、需要と供給の関係にもとづくパーム油製品の適正な価格付けが損なわれる可能性があるとして、パーム油産業内部の不公正な事業行為について調査に着手したと述べている（Jakarta Post, 14 June. 2007）。


� Wilmar International社ウェブサイト（� HYPERLINK "http://www.wilmar-international.com/index.htm" ��http://www.wilmar-international.com/index.htm�　2008年10月31日ダウンロード）。


� IOI Groupウェブサイト（� HYPERLINK "http://www.ioigroup.com/default.cfm" ��http://www.ioigroup.com/default.cfm�　2008年10月31日ダウンロード）。


� 各企業ウェブサイト（� HYPERLINK "http://plantation.simedarby.com/" ��http://plantation.simedarby.com/�, � HYPERLINK "http://www.klk.com.my/" ��http://www.klk.com.my/� 2008年10月31日ダウンロード）。


� Cargill社ウェブサイト（� HYPERLINK "http://www.cargill.com/news/news_releases/2006/060315_hamburgoil.htm#TopOfPage" ��http://www.cargill.com/news/news_releases/2006/060315_hamburgoil.htm#TopOfPage�　2008年10月31日ダウンロード）。


� 本節の内容については、2008年9月に行った、リアウ州カンパール県ヒクマジャヤ地区のオイルパーム農園への筆者の調査に基づいている。


� KUDが果房を買い取る場合の価格は、一週間に一度出されるKPB（Kantor Pemasaran Bersama）の指標価格や周辺の農園企業の買い取り価格などを参考に決定される（KUD Hikmah Jayaへのヒアリングより）。





